
















処遇改善等加算Ⅰに係る認定の考え方について（令和３年３月８日時点） 

１ 処遇改善等加算Ⅰに係る加算率認定におけるよくある質問について 

  次のとおりＦＡＱ形式にて対応方法をまとめさせていただきましたので、御参照ください。 

№ 項目 質問内容 回答

1

算定対象施設であるかはどうやっ
て調べればいいのか。
例えば、学童保育は対象となるの
か。

算定対象施設であるかを考えるには、まずその施設の法的な位置づけを確認する必要が
あります。その上で、別添「平均経験年数計算書」記入例にあります「算定対象となる
施設・事業」のいずれに該当するのかを考えることになります。
例えば、学童保育の法的な位置づけは、「社会福祉法第２条（第３項）に定める（第２
種）社会福祉事業」に規定される放課後児童健全育成事業となります。そのため、勤務
していた学童保育が、社会福祉法第２条に定める放課後児童健全育成事業に該当するか
を自治体等にて確認して頂き該当していれば、算定対象となります。

2

社会福祉法第2条に定める施設に
は、他にどこがあるのか。

別紙「平均経験年数計算書」上の記入例を参照
（※）同じ事業であっても、社会福祉法と各関連法の事業名が異なる事業もあるので、
その場合には社会福祉法上の事業名から個別法の事業名を調べる等対応をお願いしま
す。（例えば、社会福祉法第2条として記載のある特別養護老人ホームは、介護保険法上
では、介護老人福祉施設となります）

3
有料老人ホームの取り扱いについ
て

有料老人ホームは、社会福祉法第2条ではなく、老人福祉法第29条第1項で規定される施
設となるため対象外となります。

4

病院内の保育園の取り扱いについて地域型保育事業の1つである事業所内保育所として認可を受けている場合には対象となり
ます。また、認可を受けていない場合においても、児童福祉法第59条の２第1項の規定に
より都道府県知事等への届出が義務付けられた施設であり、認可外指導監督基準を満た
した施設は対象となります。

5

看護師（保健師）が市役所に勤務
していた場合について

市役所勤務という情報だけでは、別添「平均経験年数計算書」における「算定対象とな
る施設・事業」のいずれにも該当しないことになります。しかしながら、例えば、市の
病院や保育園のように現場勤務の場合には、法的な位置づけとしては、医療法で定める
施設、子ども・子育て支援法第７条第４項及び第５項で規定される施設に該当すると考
えられ、算定対象となります。
栄養士・調理員についても同様で市の学校や保育園の場合には、該当すると考えられま
す。

6

在職証明書は、市の所定様式であ
る必要はあるのか。

対象職員及び算定対象となる施設に在籍していたことが特定され、１日６時間以上かつ
月２０日以上の勤務歴の証明であることが確認できるものであれば、所定の様式でなく
でも有効です。

7
川崎市の公立保育園に勤務してい
た場合はどこで在職証明を発行し
てもらえるのか。

川崎市総務企画局人事部総務事務センターにて「発令履歴書（正規職員）」、「任用履
歴書（非常勤職員）」の発行が可能です。

本市においては、原則、在職証明書の提出によるものとしますが、在職証明書の取得が
困難な場合に限り、処遇改善等加算率算定職員台帳に記載された勤務歴が把握・推認さ
れる資料（下記参照）及び職員本人からの在職申出書をもって、本市が勤務歴の把握・
推認が可能であると判断した場合のみ可とします。

9

派遣職員として、過去に勤務して
いた施設がある場合には、何を提
出したらよいか。

その場合には、派遣先の派遣証明書等を御準備ください。
派遣元からの発行でも問題ありませんが、その場合においても、派遣先施設がわかるも
のの提出が必要です。

10
在職証明の雇用形態には「常
勤」、「正規職員」どちらでもい
いのか。

どちらでも構いません。常勤および正社員は、一日6時間以上かつ月20日以上の勤務扱い
とします。

11

同じ法人内で異動した職員は、こ
れまで認定されている他法人での
勤務歴の分の在職証明書を改めて
提出しなければならないか。

川崎市内の同じ法人の認可保育所からの異動で、前園で認定されている期間のものにつ
いては提出不要とします。ただし、在職証明書の写しは法人又は各園で保管しておいて
ください。
（例１）他法人の保育園⇒川崎市内の現法人の保育園⇒川崎市内の現法人の保育園の場
合、他法人の保育園での勤務歴が既に認定されている場合は不要
（例２）他法人の保育園⇒川崎市内の現法人の保育園⇒他都市の現法人の保育園⇒川崎
市内の現法人の保育園の場合は、他都市からの異動になるため、他法人の保育園での勤
務歴が川崎市で過去認定されていても再度在職証明書を提出してください。

8

在職証明書の取得が困難な場合
は、どうしたら良いか。

処遇改善等加算Ⅰに係る加算率認定ＦＡＱ一覧

算定対象施
設について

在職証明書の
考え方につい

て

厚生年金の加入履歴（在職期間と法人名がわかるもの）
雇用契約書と給与明細書等（在職期間と勤務先の施設名又は法人名がわかるもの）雇用
保険の加入履歴（在職期間と法人名がわかるもの）
上記書類の他、対象施設や在職期間が客観的に判断できるものであれば可とします。
（複数提出も可）

別紙



２ 処遇改善等加算Ⅰにおける経験年数の考え方について 

経験年数は、勤務期間・施設ごとに月単位でカウントし、勤務期間が 1月以上の場合の 1月未満の端 

数は 1月と考えます。 

パターン 算定年月 例 

1 か月未満 0 年 0月 例）4/1～4/25 

1 か月 0 年１月 例）4/1～4/30 

1 か月と 1日以上 0 年 2月 例）4/1～5/1 

1 年 1 年 0月 例）4/1～3/31 

1 年と 1日以上 1 年 1月 例）4/1～翌 4/1 

※月途中入職や退職の注意点 

算定年月 事例 注意点 

前歴 7月 

（《同一法人》前歴Ａ施設） 

R1.9/25～R1.12/31     

（《同一法人》前歴Ｂ施設） 

R2.1/1～R2.4/1     

原則施設単位で積算するが、施設間の

勤続年数に切れ目がない時は施設単位

ではなく合算して積算 

前歴 4月 

現施設 4月 

（別法人における前歴）R1.9/25～R1.12/31→4月  

（現施設）      R2.1/1～R2.4/1→2年 4月

勤続年数に切れ目がない場合でも現施 

設と他施設の場合は分けて積算

３ その他留意事項 

平均経験年数の算定にあたり、これまで対象外としていた「産前産後休業（無給）」と「育児休

業」を取得している職員について、平成３１年度加算率の認定において、過去の在職履歴から遡及し

て有給・無給を問わず算定対象とする取扱いとしたところです。平成３１年度、令和２年度の在職確

認等に時間を要し、「産前産後休業（無給）」と「育児休業」を算定対象期間に含めることができな

かった職員がいる施設につきましては、令和３年度加算率の認定においても追加申請を可能とさせて

いただきます。 

R1.9/25

～R2.4/1



性別

女

～ 平成19年3月31日 Ｂ保育園 Ａ法人 保育所 保育士

～ 平成19年8月31日 Ｂ保育園 Ａ法人 保育所 病休（無給） 保育士

～ 平成21年12月31日 Ｂ保育園 Ａ法人 保育所 保育士

～ 平成22年12月31日 Ｃ保育園 Ｂ法人 保育所 事務員

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

上記の内容に相違ないことを申し出ます。

職員名　川崎　未来

令和　　年　　月　　日

※この申出には、１日６時間以上かつ月２０日以上勤務していた期間のみを記載してください。

ただし、1日６時間以上かつ月２０日以上の勤務期間内で算定除外期間（病休（無給）、１日６時間未満又は週５日未満勤務）が
ある場合には、勤務期間を分けて記載をお願いします。

※この申出書に加えて、雇用保険の加入履歴や年金定期便の写しなど、上記職歴が把握・推認される資料の添付をお願いしま
す。（複数提出も可）

勤務期間 法人名 施設種別 算定除外条件 職種

平成18年4月1日

平成19年4月1日

平成20年9月1日

平成22年1月1日

勤務施設名

在職申出書【処遇改善等加算　加算率認定用】

氏
名

カワサキ　ミライ

生年月日 昭和60年12月13日
川崎　未来

＜注記＞

■処遇改善等加算の加算率の算定対象となる勤務期間は、「１日６時間以上かつ月２０日以上」勤務

していた 期間となりますので、勤務期間内に「病休（無給）」及び「１日６時間未満又は週５日未

満勤務」がある場合には、勤務期間を分けて記載し、【算定除外条件】欄にその旨を記載してくださ

い。

■施設種別には、当該施設の法令又は所在地域における施設種別を入力してください。

（例：幼稚園、保育所、認定こども園、小規模保育、事業所内保育、病院等）

■在職証明書が取得できなかった期間のみ記載してください。

対象の職員が署名が必要です。



性別

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

上記の内容に相違ないことを申し出ます。

職員名

令和　　年　　月　　日

ただし、1日６時間以上かつ月２０日以上の勤務期間内で算定除外期間（病休（無給）、１日６時間未満又は週５日未満勤務）が
ある場合には、勤務期間を分けて記載をお願いします。

※この申出書に加えて、雇用保険の加入履歴や年金定期便の写しなど、上記職歴が把握・推認される資料の添付をお願いしま
す。（複数提出も可）

勤務期間 法人名 施設種別 算定除外条件勤務施設名

※この申出には、１日６時間以上かつ月２０日以上勤務していた期間のみを記載してください。

職種

在職申出書【処遇改善等加算　加算率認定用】

氏
名

生年月日


